建　築　防　災　課
· 密集市街地対策グループ

· 耐震グループ

事　務　執　行　概　要

密集市街地対策グループ

１．連絡調整
　　課内業務を円滑に推進するため、課内他グループとの連絡調整を密にし、所管事務の適正な　執行に努めた。
２．人事管理

服務規律を遵守し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務執行を行うよう促すとともに、　事務改善や風通しのよい職場づくりに努めた。

３．予算の執行管理
　　予算の執行に当たっては、課内他グループ及び住宅まちづくり総務課等と連絡調整のうえ、

　執行状況の把握及び適正な管理に努めた。

４．密集市街地対策の推進

密集市街地の住宅・住環境や防災性の向上を図るため、市町村等の施行する住宅市街地総合整備事業やその関連事業に係る指導監督及び補助等を行うとともに、今後の密集市街地対策の方向性等について、関係部局や地元市と連携して検討・取組みを行った。

（１）密集市街地対策全般の取組み

平成26年３月に策定した「大阪府密集市街地整備方針」（以下「整備方針」という。）に基づき、平成26年度に立ち上げた、関係部局が参画する庁内横断の「密集市街地対策推進チーム会議」を地元市の参画のもと、平成27年７月に寝屋川市、平成28年７月に豊中市、平成28年11月に門真市、平成29年２月に守口市、平成30年１月に東大阪市で開催したほか、府庁内で関係各局による会議を開催し、密集市街地における取組みに関する報告や意見交換を行った。

整備方針の対象期間の中間年である平成29年度に、これまでの取組みの成果と、新たな推進方策等の検討を行い、平成29年12月に「密集市街地対策の検証と今後の取組み」をとりまとめ、平成30年3月に整備方針の改定を行った。
整備方針に基づき、府・市・（公財）大阪市都市整備推進センター・民間事業者などが緊密に連携し、平成26年度からの取組みに加え、平成30年度からの新たな取組みにより、事業のスピードアップを図り、密集市街地の解消をめざしている。
（２）「地震時等に著しく危険な密集市街地」の整備推進

○　住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）

老朽木造賃貸住宅等が密集する市街地における防災性の向上や住宅・住環境の改善を図るため、住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）を実施する市に対し、指導監督を行うとともに、府補助（密集住宅市街地整備促進事業）を実施し、地区の整備を促進した。

◆事業実施地区： ７市　１０地区

※実施市：大阪市、堺市、豊中市、守口市、門真市、寝屋川市、東大阪市

※「地震時等に著しく危険な密集市街地」の地区数でカウント

主な事業内容

・老朽建築物の除却補助制度

実施市：大阪市、堺市、豊中市、守口市、門真市、寝屋川市、東大阪市

　　　　　　平成26～令和2年度の期間限定で、事業者負担を半減する補助率の引上げを実施中。

　・地区公共施設等整備

　　　必要性が高く事業効果の高い施設（道路や公園）を重点的に整備。

・各種事業の重層的な実施による市街地の再整備の促進（門真市）

門真市幸福町地区〔土地区画整理事業＋密集事業〕　　令和2年度完了予定

門真市石原東・大倉西地区〔土地区画整理事業＋密集事業〕　令和元年度完了予定

【府補助執行額】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	年度　

事業名
	平成29年度
	平成30年度
	令和元年度

	密集住宅市街地整備促進事業
	291,517千円
	581,730千円
	817,336千円


【根拠法令等：社会資本整備総合交付金交付要綱、住宅市街地総合整備事業補助金交付要綱

大阪府密集住宅市街地整備促進事業補助金交付要綱　他】　
○　延焼遮断帯の整備

地震時の密集市街地での延焼を遮断するため、平成26年度に、延焼遮断帯整備促進事業を創設。平成27年度から都市計画道路三国塚口線、平成28年度から都市計画道路寝屋川大東線の整備に着手。

【根拠法令等：大阪府密集市街地整備方針】

· 地域防災力の向上

地域の防災意識の向上を図るため、「地震時等に著しく危険な密集市街地」の地域住民向けに市が実施した防災講演、ワークショップ、避難時に役立つ防災マップ作成や防災訓練などの取組を土木事務所とともに支援した。

【根拠法令等：大阪府密集市街地整備方針】

５．住宅市街地総合整備事業（拠点開発型）の推進

大都市地域等の既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新等とあわせ、良質な市街地住宅の供給を促進するため、住宅市街地総合整備事業（拠点開発型）を実施する市に対し、指導監督を実施した。

・事業実施地区　：　１市　１地区

　　　　　　　　【根拠法令等：社会資本整備総合交付金交付要綱】

６．住宅市街地整備推進協議会への参加

　　　国・地方公共団体等の関係機関と住宅市街地総合整備事業等に関する意見及び情報の交換

を行うため、「全国会議」及び「近畿ブロック会議」に参加した。

　　　　

（負担金）　20千円
耐震グループ
１．災害に強いすまいとまちづくりを推進するため、既存建築物の耐震診断や耐震改修を促進し、耐震性の向上を図るとともに、大規模な地震により建築物が被災した場合において二次災害を防止し、住民の安全の確保を図るために応急危険度判定の体制整備を図った。

（１）民間建築物の耐震化促進事業の実施
①　対象建築物所有者への普及啓発
対象建築物の所有者に対してダイレクトメールや、個別訪問等により耐震診断等の実施を働きかけた。
②　対象建築物への補助
原則として昭和56年以前に建築された民間建築物の耐震診断、耐震改修設計及び耐震改修補助を行う市町村に対する補助及び危険なブロック塀等の除却補助を行う市町村に対する補助を行った。

	区　分　
	内容
	補助基本額
	限度額
	補助率

	特定既存耐震不適格建築物等耐震診断補助
	市町村の行う耐震改修促進法第14条に基づく特定既存耐震不適格建築物（住宅を除く）の耐震診断補助に対する助成
	耐震診断に係る費用により積算された額で別に定める限度額の範囲内
	200万円／棟

	補助基本額の1／6以内かつ市町村が補助する額（国費を除く）の1／2以内


	特定既存耐震不適格建築物等耐震改修設計補助
	市町村の行う耐震改修促進法附則第3条で定める民間建築物の耐震改修設計補助に対する助成
	耐震改修設計に係る費用により積算された額で別に定める限度額の範囲内
	1) 面積1,000㎡以内の部分は3,670円／㎡以内
2) 面積1,000㎡を超えて2,000㎡以内の部分は 1,570円／㎡以内 

3) 面積2,000㎡を超える部分は1,050円／㎡以内
	

	特定既存耐震不適格建築物等耐震改修補助
	市町村の行う耐震改修促進法附則第3条で定める民間建築物の耐震改修補助に対する助成
	耐震改修に係る費用により積算された額で別に定める限度額の範囲内
	51,200円／㎡以内
ただし、免震工法等を含む特殊な工法による場合は、83,800円/㎡
	補助基本額の5.75％以内かつ市町村が補助する額（国費を除く）の
1／2以内

	木造住宅耐震診断補助
	市町村の行う民間木造住宅の耐震診断補助に対する助成
	耐震診断に係る費用により積算された額で別に定める限度額の範囲内
	耐震診断費用の
45千円／戸又は、1,000円／㎡のいずれか低い額
	補助基本額の1／4以内かつ市町村が補助する額（国費を除く）の1／2以内

	木造住宅耐震改修設計補助
	市町村の行う民間木造住宅の耐震改修設計補助に対する助成
	耐震改修設計に係る費用により積算された額で別に定める限度額の範囲内
	10万円／戸

ただし、費用の3割以上は所有者が負担
	

	木造住宅耐震改修補助
	市町村の行う民間木造住宅の耐震改修補助に対する助成
	耐震改修に係る費用により積算された額で別に定める限度額の範囲内
	40万円／戸

ただし、収入分位40％以下の世帯は60万円／戸
	

	分譲マンション耐震診断補助
	市町村の行う非木造共同住宅の耐震診断補助に対する助成
	耐震診断に係る費用により積算された額で別に定める限度額の範囲内
	1)面積1,000㎡以内の部分は3,670円／㎡以内

2)面積1,000㎡を超えて2,000㎡以内の部分は 1,570円／㎡以内

3)面積2,000㎡を超える部分は1,050円／㎡以内
	補助基本額の
１／６以内かつ市町村が補助する額（国費を除く）の
１／２以内

	分譲マンション耐震改修設計補助
	市町村の行う非木造共同住宅の耐震改修設計補助に対する助成
	耐震改修設計に係る費用により積算された額で別に定める限度額の範囲内
	
	

	分譲マンション耐震改修補助
	市町村の行う非木造共同住宅の耐震改修補助に対する助成
	耐震改修に係る費用により積算された額で別に定める限度額の範囲内
	50,200円／㎡以内
ただし、免震工法等を含む特殊な工法による場合は、83,800円/㎡
	補助基本額の5.75％以内かつ市町村が補助する額（国費を除く）の

１／２以内

	コンクリートブロック塀及び組積造等塀（以下「ブロック塀等」という。）除却補助
	市町村の行う民間のブロック塀等の除却補助に対する助成
	除却に係る費用により積算された額で別に定める限度額の範囲内
	150千円/件（一敷地）
	補助基本額の1／４以内かつ市町村が補助する額（国費を除く）の１／２以内


【令和元年度実績】
	区分
	特定既存耐震
不適格建築物等
耐震診断
	特定既存耐震
不適格建築物等
耐震改修設計
	特定既存耐震
不適格建築物等
耐震改修
	木造住宅
耐震診断
	木造住宅
耐震改修設計
	木造住宅
耐震改修

	交付市町村数
	1市
	0市
	2市
	41市町村
	29市町村
	37市町

	件数（戸数）
	1件
	0件
	2件
	1,335戸
	397戸
	632戸

	補助金額
	333,000円
	0円
	4,386,000円
	14,065,000円
	9,690,000円
	78,643,000円


【令和元年度実績】
	区分
	分譲マンション
耐震診断
	分譲マンション
改修設計
	分譲マンション
耐震改修
	ブロック塀等
除却

	交付市町村数
	2市
	2市
	0市
	41市町村

	件数（戸数）
	14件
	3件
	0件
	1,091件

	補助金額
	4,526,000円
	2,233,000円
	0円
	32,308,000円


（２）広域緊急交通路沿道建築物耐震化促進事業の実施

①　目的

災害時の応急活動を迅速かつ的確に実施するための道路として大阪府地域防災計画に定める広域緊急交通路の機能を確保するため、地震発生時に沿道建築物が倒壊して道路を閉塞することがないよう、これらの建築物の耐震化を促進する。

②　耐震診断義務付け対象路線の位置づけ等

「住宅建築物耐震10ヵ年戦略・大阪」（大阪府耐震改修促進計画）において、広域緊急交通路のうち優先して耐震化に取り組む耐震診断義務付け路線を指定し、その沿道にあり倒壊時に道路を閉塞する恐れのある建築物の所有者に、耐震診断を実施し、その結果を所管行政庁に報告（期限：平成28年12月31日）するよう定めている。
③　耐震診断結果等の公表

平成30年3月28日に耐震診断義務付け対象路線毎に耐震診断結果及び未報告者に耐震診断を実施しその結果を報告するよう命令した旨を公表した。

④　耐震診断義務付け対象建築物への補助

耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断に対する補助及び耐震診断の結果耐震性不足が明らかになった建築物の耐震改修等に対する補助を行った。
	補助対象経費
	補助対象経費の限度額
	補助金の額

	耐震診断に要する費用

	1) 面積1,000㎡以内の部分は2,060円／㎡以内
2) 面積1,000㎡を超えて2,000㎡以内の部分は 1,540円／㎡以内 

3) 面積2,000㎡を超える部分は1,030円／㎡以内

ただし、図面の復元を要する場合や耐震評価機関の評価書の取得に対して、1,540,000円を限度として加算することができる。
	補助対象経費から耐震対策緊急促進事業による補助金額を控除した額 

	補強設計に要する費用 

	1) 面積1,000㎡以内の部分は3,670円／㎡以内
2) 面積1,000㎡を超えて2,000㎡以内の部分は1,570円／㎡以内

3) 面積2,000㎡を超える部分は1,050円／㎡以内 
	・面積5,000㎡以下の建築物の場合は補助対象経費に3分の1を乗じて得た額。
・面積5,000㎡を超える建築物の場合は補助対象経費に6分の1を乗じて得た額。

	耐震改修又は除却に要する費用 
	51,200円／㎡以内。
ただし、免震工法等を含む特殊な工法による場合は、51,200円を 83,800円に読み替える。なおマンションの場合は、51,200円を50,200円に、住宅（マンション及び木造住宅を除く。）の場合は、51,200円を34,100円に読み替える。
	・面積5,000㎡以下の建築物の場合は補助対象経費に3分の1を乗じて得た額。
・面積5,000㎡を超える建築物の場合は補助対象経費に6分の1を乗じて得た額。


【令和元年度実績】

	
	耐震診断
	補強設計
	耐震改修

	件数
	4件
	0件
	6件

	補助金額
	18,006,228円
	0円
	99,989,000円


④　対象建築物所有者への普及啓発

対象建築物の所有者に対して、ダイレクトメールや個別訪問により耐震診断等の実施を働きかけた。

（３）大阪建築物震災対策推進協議会の運営

府内の建築物等の震災対策を推進するため、公共・民間の団体が連携して、既存建築物等の耐震性の向上及び被災建築物等の応急危険度判定の体制整備を図り、もって府民の生命と財産を守り、災害に強いすまいとまちづくりに資する。

（負担金）　　　　　1,860,000円

○大阪建築物震災対策推進協議会業務として下記の事業を実施した。

①　既存建築物の耐震診断や耐震改修工事等に関する府民からの相談窓口の設置運営

・面接相談、電話相談、現地調査

②　既存建築物に対する耐震診断・改修を適切に行える技術者の養成

ア．既存木造住宅の耐震診断・改修講習会＜一般診断法＞　　　　　　3回実施

イ．既存木造住宅の耐震診断・改修指針講習会

＜限界体力計算（大阪府マニュアル）＞　　　　　2回実施

③　特定既存耐震不適格建築物等の所有者（管理者）に対する耐震診断・

改修の必要性や耐震改修促進法の概要についての説明会の開催　　　　1回実施

④　耐震改修事業者向け技術者講習会の開催　　　　　　　　　　　　　　1回実施

⑤　建築物の耐震性向上の普及啓発のため、協議会ホームページを運営

⑥　被災建築物応急危険度判定士等養成及び更新講習会等の開催

ア．被災建築物応急危険度判定(養成・更新)講習会　　　　　　　　　6回実施

（上記の内　行政職員対象講習会　　　　　　　　　　　　　　　　　1回実施）

　　　　イ．被災建築物応急危険度判定コーディネーター等養成講習会　　　　　1回実施

　　　　ウ．被災建築物応急危険度判定の実地訓練の実施　　　　　　　　　　1回実施
⑦　広報用資料の整備による普及啓発・判定用資機材の購入

（４）被災建築物応急危険度判定の体制整備

①被災建築物応急危険度判定登録要綱に基づき、登録を行った。

登録状況　　5,541名　（R2.3末現在）

②被災建築物応急危険度判定コーディネーター登録要綱に基づき、登録を行った。

登録状況  　　480名　（R2.3末現在）

２．造成宅地防災区域の指定について、大阪版地方分権推進制度実施要綱に基づき、事務移譲に伴う交付金を交付した。

	事務の名称
	移譲実施市町
	令和元年度

	造成宅地防災区域の指定等
	池田市・守口市・箕面市・門真市・豊能町・
能勢町・泉大津市・泉佐野市・摂津市・
高石市・藤井寺市・阪南市・田尻町・忠岡町・
松原市・貝塚市・柏原市・熊取町
	取扱件数
	0件

	
	
	交付額
	491,000円
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